
















（Occupational Labor Market、以下 OLM）に
関するこれまでの研究をレビューし、イギリスに














　本ノートの問題意識は、ILM と OLM の 2つの
概念を用いながら、国際比較からするイギリスの
労働市場の特徴を「市場主導の弱い ILM と弱い





































　2では、OLM と ILM という 2つの労働市場
概念について国際比較を試みた先行研究のサー
ベイし、――Rubery and Grimshaw（2003），
Eyraud, Marsden, and Silvestre（1990），
Kirpal（2011）――その上で、本ノートのフレー
ムワークを整理する。
2.1	 ILM と OLMの概念――主要な国際比較
研究
2.1.1 国際比較の点でみた労働市場の類型
 ――Rubery and Grimshaw （2003）
　Rubey and Grimshaw（2003）は、ILM と
OLM について表 1のように対比的な整理を試み
ている。











































































注：Rubery and Grimshaw（2003, p.110）から引用















2.1.2 労働市場の英仏比較――Eyraud, Marsden, 
and Silvestre（1990）
　つぎにイギリスとフランスの労働市場を比較し







































































「OLM と ILM の根本的違いは、スキル形成のし
くみにある。OLM は、アプレンティスシップの
ように、人の職業人生の初期段階に訓練が集中し
















































2.2	 本ノートでの OLM と ILM のフレーム
ワークと分析的要素















































資料出所： Kirpal（2011, pp.25-26, pp.207-208）をも
とに筆者作成。






＜日本＝組織指向＝強い ILM ＞対＜ UK ＝市場
指向＝弱い ILM ＋弱い OLM ＞という対比的考
察をする際にも利用可能である。






る OLM の矢印が ILM まで伸び、ILM の矢印が
OLM まで伸びていることはそれを示している。
　ここで注意すべきなのは、ILM と OLM を国
際比較する際に、比較する国によって性格付けが







較を試みたところ、UK は ILM 的と性格付けら
れた。






















スキル開発（Grimshaw etal.） ・広い職業基準に合致した資格 ・個別企業のニーズに限定、資格化されていない
訓練（Eyraud etal.） ・アプレンティスシップ ・インハウスで獲得された経験
OJTの性質（Eyraud etal .） ・標準化された職業規範 ・標準化されていない、企業に特殊的
スキルの移転可能性（Eyraud etal.） ・職業ワイドのスキル移転可能性 ・企業ワイドのスキルの移転可能性
勤続年数（Eyraud etal) ・一度訓練が終了すると、スキル形成や賃金に影響しない ・スキル形成と賃金に強い影響を及ぼす
転職の際のスキルレベル（Eyraud etal .）
・転職しても賃金低下しない
（maintenance of skill level）
・ 転 職 する と 賃金 低下の可 能性 （ occupational
downgrading）
典型的企業、業種、職種 ・製造業熟練職種（skilled worker）など ・確立した大メーカーなど
労働市場（M cGavan,etal .） （市場指向的） （組織指向的）
高い労働移動 低い労働移動（長期雇用の割合と推移）









注： 組織指向は ILM とほぼ合致するので ILM の列に記載した。市場指向は OLM とは異なる概念だが、重なる部分が
あるので OLM の列に記載した。なお太字部分が本論文の主たる考察対象である。
出典：Rubery and Grimshaw（2003）、Eyraud etal.（1990）、McGavan etal.（2007）から引用して筆者作成






















　これまで OLM と ILM の概念について検討し、
フレームワークを構成してみた。ところで我々に
とって OLM と ILM を研究することの意義は何
か。またそこから期待される含意はいかなるもの
か。OLM と ILM には、上記した特徴があるこ
とがわかった。だが、それぞれには得失もある。
アプレンティスシップに詳しいイギリスの研究者



















































































































（a）IVET（Initial Vocational Education and 
Training、以下 IVET）と（b）CVET （Continuing 
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る。「児童、学校、家庭局の統計 Department for 
children, schools and families（dcsf, 2008）に




































































最も多くなっている（Ryan, Gospel and Lewis, 
2007）。
























































































































































































































3.4.3 Assessment（3）The weakness of work-










































































































































表 6　長期勤続者の割合の推移（1994 年－ 1999 年－ 2004 年）
1 年未満 1～3 年 3～5 年 5～10 年 10～15 年 15～20 年 20 年以上
日本 7.9 14.1 10.6 22.5 12.5 9 23.2
アメリカ 21.3 11.7 16.5 21.5 12 6.5 10.6
1 ヶ月未満 1～6 ヶ月 6～12 ヶ月 1～3 年 3～5 年 5～10 年 10 年以上
イギリス 2.7 6.1 7.8 15.8 13.3 21.8 32





長期雇用 雇用者計 % 長期雇用 雇用者計 % 長期雇用 雇用者計 %
管理職 1654 3914 42.3 1797 4159 43.3 1647 3995 41.1
専門職 948 2526 37.5 1097 2880 38.1 1179 3423 43.4
技術職 737 2367 31.1 895 2694 33.3 1216 3782 32.2
事務職 985 3812 25.8 1194 4030 29.6 1049 3436 30.5
サービス・販売職 3352 1948 17.2 355 2140 16.6 309 2227 13.9
個人サービス職 614 2502 24.6 707 2906 24.3 476 2136 22.3
熟練技能職 1241 3264 38.0 1269 3121 40.7 1180 3096 38.1
機械操作 752 2312 32.5 805 2380 33.8 642 2057 31.2
その他 516 2134 24.2 477 1981 24.1 651 3173 20.5
合計 7783 24781 31.4 8597 26287 32.7 8345 27325 30.5
資料： 日本：『賃金センサス』（2015年）
 アメリカ：U.S Department of Labor (2014.9) / Employee Tenure in 2014
 イギリス、ドイツ：OECD Database (http://sat.oecd.org/) “Employment by job tenure 
intervals”2015
注：「長期雇用」とは勤続 10年以上者を指す。
資料：McGovern et al.（2007, p.57）から引用。源データは季刊労働力調査（春）























































































Lucas Sumitomo NatWest Mitsui Tesco Jusco BT NTT All
高等教育資格
Oレベル以下 10 0 66 0 32 0 27 0 20
Aレベル 1） 7 0 27 8 32 11 10 4 13
学位 45 73 5 88 36 89 53 64 53
大学院 38 27 2 4 0 0 10 32 14
初職年齢
18 才未満 23 0 71 0 35 0 52 0 26
18 才～20 才未満 10 0 20 8 39 4 18 4 13
21 才以上 68 100 10 92 27 96 30 96 61
20
 
Lucas Sumitomo NatWest Mitsui Tesco Jusco BT NTT All
キャリア移動（％）
この会社のみ 58 100 88 100 19 82 76 100 78
1 ないし 2 社 26 0 10 0 42 15 21 0 14
3 社以上 16 0 2 0 38 4 3 0 8
平均勤続年数（年） 16 20 27 20 12 17 22 16 19
Lucas Sumitomo NatWest Mitsui Tesco Jusco BT NTT All
26 31 0 0 0 81 11 54 0 22
26－29 53 0 7 0 19 46 18 20 20
30－35 16 18 63 33 0 35 12 68 31






Lucas Sumitomo NatWest Mitsui Tesco Jusco BT NTT All
明確である 3 10 32 4 23 7 15 8 14
認識可能 36 28 42 12 35 26 39 68 36
わずかにわかる 32 41 24 56 19 52 33 20 34
わからない 29 21 2 28 15 15 9 0 14
無回答 0 0 0 0 8 0 3 4 2
 
Lucas Sumitomo NatWest Mitsui Tesco Jusco BT NTT All
存在する 3 10 32 4 23 7 15 8 14
とてもよく機能している 36 28 42 12 35 26 39 68 36
あまり機能してない 32 41 24 56 19 52 33 20 34
存在しない 29 21 2 28 15 15 9 0 14






















































が、以下では 2000年代の ILM の変化を観察し
た研究を取り上げる。
　Grimshaw, Ward, Rubery and Beynon
（2001）、Grimshaw, Beynon, Rubery, and 









Lucas Sumitomo NatWest Mitsui Tesco Jusco BT NTT All
水平移動の機会
増加する 37 57 75 58 54 48 53 57 56
同じ 50 37 20 42 33 30 31 29 33
減少する 13 7 5 0 13 22 16 14 11
正味の変化 24 50 70 58 41 26 37 43 45
昇進機会
増加する 26 3 12 20 20 18 21 28 18
同じ 52 43 20 36 24 26 30 36 33
減少する 23 53 68 44 56 56 49 36 49
正味の変化 3 -50 -56 -24 -36 -38 -28 -8 -31
注：「正味の変化」は「増加する」から「減少する」を引いた差
資料：Storey etal（1997, p.90）























































































































































































































































































































られている』（bounded）」（Hassard, etal, 2012, 
p.591）。
5.2　含意と課題
　本ノートの主テーマは OLM と ILM の関係で
あり、それは労働市場全体の在り方としてみたと
きの OLM と ILM の配分の問題とみることがで
きる。今後 OLM、ILM がどうなるかは予断を許
さないとしても、少なくともこれまでの傾向と























































































































































の中で日本は、ILM の衰退を補完する OLM も










































5） 2014-5 年 で は、 ア プ レ ン テ ィ ス の 人 数 は
499,900 人、25 才以上が 43％を占めている。ま
た職種構成も、ビジネスアドミニストレーショ
ンが最も多く約 14 万人、ヘルスケア 13 万人、
小売業 9 万人、製造業 3.5 万人、建設業 1.8 万
人などとなっている CIPD, 2016, Where next 
for apprenticeships? Policy Report, p.5 閲覧















ており、それは 11 の分野に渡り、レベルは 1-5
段階に分かれている。1 は基本作業レベル、5
はシニアマネジメントレベルとなる。英国で
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ない。たとえば「質の面で問題がある」（Rubery 









（Marchington and Willkinson, 2012, pp.266-
7）。ここではイギリスの研究者の評価に依拠し
ている。









10） 詳しくは CIPD Policy Report,（2016 June），























（Accenture 社、Shell International 社，Colt 
Technology Services 社，Capgemini 社 の 事
例）及びその後の筆者によるインタビューによ
る（2017 年 2 月 9 日～ 10 日）。4 社のうち最も、
長い大卒ロテーションスキームをもっていたの
は、Colt 社（技術サービス）で 3 年間、ついで
Capgemini 社（IT コンサルティング）が 2 年
間である。石油大手のShell 社は、明確なスキー








16） 大学生の就職問題に詳しい Morris Francine
さん（Salford 大学）からの聞き取りによる。














い。Kaizer Arjan さん（Manchester Business 
School）にも同じ質問をしたことがあるが、同




18） 「なぜ 4 人に 1 人の大学生は、仕事を始めて
1 年以内に会社を辞めるのか？」Telegrapf 










1 月 5 日閲覧。

















Global Institute reported ‘World’s’ gig 
economy’ larger than thought’ Financial 
Times 2016/10/10）。なお、プレキュリアス・
ワーク（ゼロ・アウアー・コントラクター
（Zero Hour Contractor、 以 下 ZHC） な ど
を含む気まぐれで不安定な労働）については
カンファレンス（Precarious Work: Causes, 
Consequences and Counter-measures, by 
Fair WRC=EWERC（April, 21st-22nd, 2016）
の 他、Grimshaw etal（2015） な ど を 参 照。
2005 年から 2014 年にかけて、自営業の割合が
急激に増加し、2014 年 4 － 6 月では全労働力
人口の 15％強を占め、また ZHC も 2004 年で
は 0.5％程度（10 万人程度）だったが、2015 年
には 2.3％（75 万人程度）にまで増加している
（Grimshaw ほか 2015, pp.13-15）。2017 年 3 月
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SATO Atsushi
Labor Market in the UK will be ILM or OLM? :
Review on international comparative studies
　Main focus of this paper is process of skill 
formation, surveying previous literatures on 
Internal Labor Market (hereafter abridged 
as ILM) and Occupational Labor Market 
(hereafter abridged as OLM), particularly 
focusing on international comparative study.
　There are some previous studies concerning 
this theme by Japanese scholars, such as 
Inagami (1997), The Japan Institute of labour 
(2003), The Japan Institute for Labour Policy 
and Training (2009), Ueda (2007), Syokugyodai 
(2011). However, these discuss mainly the 
process and structure on vocational education 
and training (hereafter VET) as foundation 
of OLM, but they don’t have a perspective 
on ILM. On the other hand, as regards ILM, 
there are some case studies on career and skill 
formation about white-collar career in large 
ﬁrms, such as The Japan Institute of labour 
(1998), Koike et al. (2002), but they don’t have 
a perspective on OLM.
　Characteristics of this paper is to discuss 
recent trend of ILM and OLM as well as 
explore political implication for challenges 
labour market in Japan are facing now, resting 
on framework by Rubery and Grimshaw 
(2003) which classiﬁes the UKs labour market 
as ‘market-led weak, weak ILM/weak OLM 
approach’ from international perspective.
　There are similarities between Japan and 
the UK, where both countries may have 
some challenges about not only connection’s 
issues from school to work, but also problems 
about increasing of nonstandard workers 
and declining ILM. However, there are some 
diﬀerences in directing policy between two 
countries. In the UK, there may be political 
intention to vitalize apprenticeship system as 
a fundamental of OLM, so as to complement 
weakening ILM. In Japan, this political idea 
seems weak, although there is certain amount 
of policies in Japan. Therefore, we will need to 
examine how recent situation of OLM and ILM 
in the UK is, and to analyze which challenges 
they face and what similarities and diﬀerences 
between Japan and the UK. 
　Being led by these interests, this paper will 
review concept of OLM and ILM through 
some previous studies, then present framework 
of this paper at section 2. Section 3 examines 
trend of OLM, focusing on apprenticeship 
system, and section 4 surveys previous studies 
about ILM, comparing with Japan. Lastly, this 
report will make a conclusion about our main 
ﬁndings, and discuss some political implication 
we will expect from our ﬁndings at section 5.
　Conclusion and implication are as follows.
　1 Regarding the trend of the Apprenticeship 
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イギリスにおける職業別労働市場と内部労働市場の動向
(= OLM), looking at researchers' evaluations, it 
cannot be said that they have worked well so 
far. In this paper, we pointed out the following 
factors that the apprenticeship did not work 
well.
　Firstly, background of the decline of 
apprenticeship lies in free-riding and poaching 
by employers, which creates a lack of 
employer’s commitment.
　Secondly, many apprentices or FE students 
on vocational courses are often unable to 
obtain the necessary work experience to 
obtain employment, which lower evaluation 
of VET system and create division between 
academic education and vocational education. 
So, at present, it is diﬃcult to judge whether 
Post-16 Skills Plan can be an eﬀective measure 
to overcome this division or not soon.
　Thirdly, apprenticeship depends on stable 
employment relations. One of important 
reasons for lack of employer commitment is 
the changing structure and labour process and 
the nature of the employment relationships.
　Fourthly, overcoming poaching, employer’s 
short-term interests, unstable employment 
relations need to build social partnerships. 
Whether apprenticeship as foundation of OLM 
work well will hinges on social partnership 
between employers, workers or unions and 
government.
　2 Regarding the trend of ILM, the following 
was pointed out. 
　Firstly, even in the UK, there are about 30% 
long-term workers, and the proportion has not 
changed signiﬁcantly in the past 10 years and 
it has been stable.
　Secondly, in terms of ILM structure, it can 
be said that the degree of internalization in the 
UK is somewhat shallower than that of Japan 
in terms of the retention of the initial career, 
and the percentage of managers who have 
changed jobs.
　Thirdly, the organization structure has 
been delayered due to recent organization 
restructuring and downsizing. Opportunities 
for career promotion in traditional large 
corporate managers are decreasing, and 
horizontal movement is emphasized 
increasingly instead. In that sense the growth 
of the carrier to the top is constrained and the 
top of the ILM is thinning. This is a common 
trend between Japan, the US and the UK.
　Fourth, the number of college graduates 
has increased recently, and it is inferred 
that the initial career path of internship 
experience from undergraduate age, training 
skills after joining, and training scheme for 
graduates in the next few years are becoming 
commonplace. In that sense the lower part of 
ILM is formed.
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